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なったのは、アフリカ諸国の民主化や対外姿勢の変化、そしてなによりも原油価格の高騰であ 。ナイジェリアの民政移管（一九九九年） 、 アンゴラ内戦の終結 （二〇〇二年） 、リビア 対米国交正常化（二〇〇六年）といった動きに加えて、二〇〇三年からの原油価格上昇がアフリカの産油国への関心を高めることになった。とりわけギニア湾岸に位置する国々は、米国市場へ 原油供給地として有利な条件にあるこ から 新興経済諸国を含めた各国の国営石油会社の関心を集め、従来は生産していなかった
ガーナやコートディヴォワールといった国々も石油開発に着手した。
　アフリカ産原油の仕向け先には、地域ご
とに特徴がある。リビア、アルジェリアはじめ北アフリカからの原油がもっぱら欧州に輸出されるのに対して、アンゴラやナイジェリアをふくむ中部・西アフリカからは米国向けが多い。表１からもわかるとおり、「旧ソ連」として括られている諸国の輸出実績を上回る量の原油がアフリカ諸国 ら供給されるようになり、それらは主に欧米の消費国に仕向けられている ちなみ 東 ・南部アフリカからの輸出のほ んどはスーダン産原油であり、その輸出先は主に中国と日本である。●原油価格上昇とアフリカ産油国
　今日に至る原油価格高騰の経緯をふりか






To 米　国 欧　州 日　本 中　国 地域総計
中東 2,276 3,208 4,217 1,490 20,204
中央・南アメリカ 2,708 468 3 262 3,681
北アフリカ 742 1,947 5 75 3,225
中部・西アフリカ 1,917 798 75 742 4,704
東・南部アフリカ 1 108 106 240
旧ソ連 370 5,885 47 489 7,155




マーカンタイル取引所でも「ウェスト・テキサス・インターミディエイト」 （ＷＴＩ）が三〇ドルをにらむ展開となった。油価上昇の引き金はイラクの石油生産施設が被害を受けたとの情報であったが、同時にナイジェリア 産油地域での争乱により同国の原油輸出に影響がでるとの噂も相場に作用した。それまでも油送パイプ インの事故や破壊、あるいは石油関連労働者のストライキなどにより同国の原 輸出を不安視する見方が先物相場に影響を与えてきたからである。戦時下のイラクと同様にナイジェリアの産油地域の情報は不透明で、しかも真偽の検証がむずか いために先行不安を誘い「買い」材料とされ のである。
　近年の原油価格上昇にはひとつのパター





も観察されて る。主要産 地域が国土北部の「飛び地」にあったため石油企業は内戦中も争乱をまぬがれて操業を続 、同国の主要な外貨稼得源として原油輸出 行なわれた。海洋油田 含めた可採埋蔵量の大きさに対して、実際の生産は日量一〇〇万バレル前後の水準で推移してき が 着実に生産規模を拡大している。二〇〇七年月にはＯＰＥＣに加盟し、同年末の臨時総会では日量一九〇万バレルの生産割当を受けるに至った。かつて米国は反政府勢力を支援した経緯があるものの、内戦終結をにらんで現政権との関係改善 進めた結果、 両国間の貿易・投資も拡大し、とりわけ石油部門では米国企業が多大な貢献をしている。●注目を浴びる上流部門
　原油価格上昇を追い風として、アフリカ
の主要産油国は積極的に油田開発を進め、生産規模の拡大をはかっている。掘削技術の革新による深海底の開発はもとより、かつては着手されなかった限界 な 層にも開発の手が及び、探鉱活動 活 化 あって可採埋蔵量と生産能力がそれぞれ積み上がっている。一九九〇年代末、ナイジェリアにおける原油の推定埋蔵量は二五〇億バレル、生産能力も日量二二 万バレルに過ぎなかった。長期化した国内経済の停滞で開発予算が確保できず、またＯＰＥＣメンバーとしての生産割当という制約もあったことから、新規油井の開発もままならなかった。しか 、上述 とおり二〇〇三年に価格高騰が始まり 政府は二〇〇三～二〇〇七年をタ ゲットとして、上流部門についての新たな開発目標をナイジェリア国営石油会社（ＮＮＰＣ）に提示 それはまず埋蔵量を三六〇億バレル、 能力を日量四〇〇万バレルに引き上げ さらに二〇一〇年までに、それぞれ四〇〇億バレルと日量四五〇万バレルまで増やすという野心的なものであった。
　こうした上流部門での取り組みの成果と




ＮＮＰＣ総裁が公表したところによれば、ターゲット期間の半ばにおけるナイジェリアの原油埋蔵量は三三五億バレル、生産能力は日量約三三〇万バレルに達している。もとより、これらの成果はＮＮＰＣが単独で達成したものではなく、欧米石油企業の合弁事業として進め れ、技術的 はもちろん、資金的に 大きく外国に依存したものであった。こう た事情はアンゴラはじめ急速に原油生産を伸ばしているアフリカの国々に共通し 特徴であり、外国企業が関心を示す上流部門の開発 大きく進展することになった。●下流部門 おけるジレンマ
　開発の光があたっている上流部門に対し
て、影がさしているのは下流部門で 今後の石油産業の発展を考える上で深刻な課題となっ いる。とりわけ石油精製や流通・販売など、国内へ 石油製品の供給を担っている不採算部門が問題であ 。ナイジェリアの場合、補助価格が設定されてい 石油製品、稼働率の低い製油所、国内供給補填のための製品輸入などにより生じＮＮＰＣの経営上の困難は、一九八〇年代以来の懸案でありながら いまだに解決の方向性が見えてこない。実際、国内三カの製油所における事故や施設の老朽化 伴う稼働率の低下が原因で、しばしば深刻な石油製品不足にみまわれてきた。本来 ら日量四五万バレル近くの精製能力を有し、
輸出余力があるにもかかわらず日量二四万バレルと言われる国内需要すら満たせていない。さらに国内での供給不足を補うために製品輸入が恒常化しており、これには販売価格の「逆ザヤ」問題も伴っている。
　ナイジェリア国内での石油製品の販売価








油地域の住民の声としても噴出 。産油地域の先住民をはじめとする地域住民の権利要求、あるいは石油開発に伴う環境破壊や健康被害への補償要求といった動きはアフリカのみならず世界的潮流であり、抗議行動あるいは住民運動といった形 展開している。ナイジェリアでは 従来から政府による産油地域住民への補償が行われてきており、石油会社も社会インフラの整備といった住民対策を施してきたも 、国際社会の動きを把握するようになった地域住民はさらに要求を強めており、石油収入の使途を含めて、従来の配分方式に 満足しなくなっている。
　石油資源は誰のものか。原油のみならず
石油製品価格の高騰が続くなか、こうした問いかけがいよいよ切実さをましてきた。
（もちづき 　かつや／アジア経済研究所新領域研究センター）
